
1 

 

公調委事第 1 1 号 

令和３年２月３日 

 

  国土交通大臣  赤羽 一嘉  殿 

  

 

                                公害等調整委員会委員長 

                                        荒 井  勉 

 

 

土地収用法による審査請求に対する意見について（回答） 

 

  令和２年６月12日付け国総収第23号をもって意見照会のあった，道路事業に

関して，Ａ収用委員会（以下「処分庁」という。）が平成ａ年ｂ月ｃ日付けで

した権利取得裁決及び明渡裁決（以下「本件裁決」という。）に対するＸから

の審査請求について，貴殿から提出された資料に基づき検討した結果，公害等

調整委員会は次のとおり回答する。 

 

意  見 

 

本件審査請求は，理由がないものと考える。 

 

理  由 

 

１ 審査請求人は，要旨次の事由を主張して，本件裁決の取消しを求めている。 

⑴ 処分庁の裁決手続は，以下のとおり手続の保障が極めて不十分であり，

処分庁には裁量権の逸脱・濫用がある。処分庁の手続の違法は，補償金

の額にも影響を及ぼしている。 

ア 起業者（Ｂ）から送付された資料（以下「本件資料」という。）には，

処分庁の審理は通常ｄ回行われると記載されているのに，処分庁は１

回しか行わなかった。起業者と審査請求人との間では，処分庁に対す

る裁決申請以前の事前交渉がなく，いきなり処分庁における手続が開

始され，審理が１回で終了し，審査請求人が提出した書類に対し起業

者からは応答がなかったため，審査請求人は十分な意見交換を行うこ

とができなかった。処分庁は本件資料の存在を知らないと主張するが，

収用手続に関わる機関相互には連絡があるのが当然であり，本件資料
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の記載内容は共通認識であると考えるのが相当である。 

 

イ 処分庁は審査請求人に，処分庁に対する意見書の提出について審理

開催日後約１か月という制約を課したが，土地収用法（以下「法」と

いう。）には意見書提出期限の定めがなく，土地を収用されるという不

利益を被る審査請求人にとって意見書等を作成するための期間として

は短いため，この期限は手続保障として十分ではなかった。期限後に

提出した審査請求人の意見書を元に意見交換をするための審理が開か

れず，意見聴取や聴聞手続が行われなかったため，当該意見書がどの

ように取り扱われたのかは全く不明である。 

 

⑵ 土地に対する損失の補償 

ア 審査請求人は長年にわたり，起業者に対し本件裁決により収用され

る土地（以下「収用対象地」という。）と同様に最寄り駅から徒歩ｅ分

程度の距離の代替地を要望してきたが，起業者は用意できなかった。

このｆ年余りで，最寄り駅から徒歩ｇ分程度でｈ坪の土地は起業者が

提示したｉ円程度の価格で売り出されることはなく，収用対象地は希

少性が高いものである。駅から徒歩ｊ分で道路状況が悪い土地であっ

ても，本件裁決による補償金の額より単価は高いので，実勢価格での

算定を要望する。 

 処分庁は売出広告に信用性を置いていないようであるが，こうした

広告により現実に売買が行われている。インターネットの情報は，極

めて貴重な資料であり，価格の実質を知る上で十分に信用できるもの

である。 

 

イ 本件裁決では収用対象地を住宅地として扱っているが，収用対象地

は駅から徒歩ｋ分の距離にあり，付近には商業施設が立ち並んでいる。

審査請求人は収用対象地でアパート経営を行っているので，現況はも

とより都市計画法第71条第１項の規定により法第26条第１項の「事業

の認定の告示があつたもの」とみなされる日（平成ｌ年ｍ月ｎ日）に

おいても，商業地として評価するのが妥当である。少なくとも，普通

商業・併用住宅地区とみるべきである。 

 

ウ 平成ｏ年に新聞記事になったＣ駅東側の土地をＤが買い取った案件

は，近隣における一つの代表的な取引事例であるから，これと同等の

単価での買い取りを要望する。 
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⑶ 土地に対する損失の補償以外の損失の補償 

ア 審査請求人は，起業者の担当職員から平成ｐ年頃「今後はアパート

のリフォームも新規入居者募集もしないでください」と言われて以降，

空室があるにもかかわらず入居者募集を止めている。本件裁決で補償

の対象とされなかった空室ｑ室の家賃の損失についても，損害を補償

してもらいたい。 

 

イ 本件裁決は，起業者の申立てを相当と認めて敷地内及び空室内のゴ

ミの処理に対する補償を「なし」としたが，敷地内のゴミは関係人Ｅ

のものであり，その撤去費用は起業者が同人と協議して同人に負わせ

るべきであるにもかかわらず，審査請求人の負担にするのは不当であ

る。 

 

ウ 審査請求人は年金額が少ないことを見越して本件アパートを購入し，

老後の生活費を補うことができるようにした。駅に近く安定した収入

が期待されたものを収用するのであれば，将来にわたり半永久的にあ

るはずだった家賃収入がゼロになってしまう状況に対する補償も考慮

してほしい。 

 

２ そこで，審査請求の理由の有無について判断する。 

⑴ １⑴〈本件裁決の審理手続等の違法〉について 

１⑴の主張は，本件裁決の審理手続等の違法を主張するものであるが，

処分庁又はその会長（会長代理を含む。）は，法に定める事項以外につい

て審理の手続やその進行に関し裁量権を有しているところ，資料によれ

ば，本件裁決の審理については，以下の事実が認められる。すなわち，

処分庁の会長代理は，平成ｒ年ｓ月ｔ日ｕ時からｖ時ｗ分まで開催され

た第１回の審理期日において，口頭による双方の主張を聴取した上，今

後の検討の方法として，書面をやり取りしながら進めていくこと，処分

庁が必要と判断した場合には審理を再開する可能性もあること，並びに

審理期日において起業者及び審査請求人に求めた主張を裏付ける書面の

当面の提出期限を同年ｘ月ｙ日と定めることを伝えたところ，審査請求

人から異議の申出はなかった。そして，その審理期日後，当面の提出期

限までに，審査請求人から，収用対象地の価格を示すものとして，広告，

インターネットの情報や前記平成ｏ年の新聞記事等が提出されて，それ

に基づき主張を補充する書面が提出され，さらに，土地に対する損失の

補償以外の損失の補償についても主張が書面で補充されるなど，第１回
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の審理期日における審査請求人の主張を補充する主張，証拠の提出がさ

れた。また，会長代理が設定した当面の提出期限後にも，審査請求人か

ら補充の主張が書面で提出され，インターネットの情報等も追加して提

出された。他方，起業者側からも，必要な範囲で，審査請求人の主張を

踏まえた主張等が書面で提出された。本件裁決においては，第１回審理

期日とその後に書面で提出された主張については，当面の提出期限後に

提出されたものであっても引用されている（例えば，平成ｚ年ａａ月ａｂ

日付けで提出された間口狭小補正率に関する審査請求人の主張が，本件

裁決ａｃ頁で引用されている。）。これに対し，当該当面の提出期限の設

定が審査請求人にとって主張提出に特段の制約になって提出しようとし

た主張が提出できなかったことをうかがわせる資料はない。以上のよう

な手続を経た上，処分庁は，本件裁決において，不動産鑑定士作成の収

用対象地の価格に関する鑑定書中の取引事例比較法による比準価格を時

点修正して土地に対する損失の補償額と認定した。なお，同鑑定書では，

収用対象地の存在する地域について，駅への接近性に優れ，従来から共

同住宅等が立ち並ぶ住宅地域であるとの認識が示されている。また，土

地に対する損失の補償以外の損失の補償のうち，家賃減収補償について

は，審査請求人が主張する起業者担当職員による新規入居者募集停止等

を求める発言のあった事実は証拠上認められず，家賃滞納分や空室ｑ室

分の家賃分は，家賃減額補償の要件に合致しないとし，さらに，敷地内

及び空室内のゴミ処理については，所有権を主張する者がなく，起業者

において建物移転時に審査請求人と協議をすることとしていることもあ

って，動産移転補償等の補償の対象ではないと判断した。 

以上の事実を前提に判断すると，処分庁の会長代理は，本件裁決の審

理を１回で終結し，その後は提出された書面を元に検討を進めることと

し，審理を再開することなく書面のやり取りだけで足りると判断したが，

第１回の審理期日において双方の主要な主張は既に提出されたとみるこ

とができるから，そのことにより直ちに審理指揮について裁量権の逸

脱・濫用があるということはできない。たとえ，本件資料に収用裁決の

審理は通常ｄ回開催されると記載され，審査請求人において，通常ｄ回

の審理が開催されると認識していたとしても，処分庁の会長代理がその

記載に拘束される理由はなく，また，審査請求人が上記認識を有してい

たことにより主張提出に特段の支障が生じたことをうかがわせる資料も

ないから，そのことによって上記判断が直ちに左右されるものではない。

さらに，処分庁の会長代理が設定した約１か月間の当面の書面提出期間

についても，それが直ちに違法に短い期間であるということはできない
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し，前記のとおり，これによって審査請求人において主張や証拠提出に

特段の制約となって提出ができなかったことをうかがわせる資料もない

から，当該期間設定が違法であるということもできない。 

そして，上記の手続を経た結果としての本件裁決における損失の補償

に関する処分庁の前記判断について，審理が不十分で，その判断の過程

や結果において不合理な点があるということもできない。 

したがって，審査請求人の手続上の違法の主張については理由がなく，

本件裁決に手続上の違法があるとは認められず，また，これが不当であ

るということもできない。 

 

⑵ １⑵〈土地に対する損失の補償〉及び⑶〈土地に対する損失の補償以

外の損失の補償〉について 

 １⑵及び⑶の主張は，いずれも損失の補償に対する不服である。法第

133条第３項は，損失の補償に関する訴えは，起業者と土地所有者又は関

係人を当事者とするもの（いわゆる形式的当事者訴訟）によらなければ

ならないとし，法第132条第２項は，国土交通大臣に対する審査請求にお

いては，損失の補償についての不服を裁決の不服の理由とすることはで

きないとしている。すなわち，法は，損失の補償は起業者と被収用者又

は関係人との間の財産に関する問題であり，その当事者間の訴えによっ

て解決すべきであって，国土交通大臣の審査の対象とするのは不適当で

あるとしたものである。したがって，１⑵及び⑶の主張は，いずれも法

第132条第２項の規定により，本件裁決の不服の理由とすることができな

いものであるから，理由がないというほかない。 

 

３ 以上のとおりであることから，審査請求人の主張は，いずれも理由がな

いものと考える。 

 なお，審査庁における手続について付言するに，審理員は貴殿に対し平

成31年４月５日付けで意見書を提出しているところ，貴殿から当委員会に

対する法第131条に基づく意見の照会は，14か月以上後の令和２年６月15日

に行われた。平成30年以前における同様の期間の平均が約１か月であった

ことに照らしても，本件のように14か月以上を要した合理的な理由はおよ

そ見いだし難い。行政不服審査法は，簡易迅速な手続の下で国民の権利利

益の救済を図ることを目的としており（同法第１条），本件のように長期間

を要したことは，同法の目的にもとるものというほかない。行政不服審査

の事務を遅延させることのないよう，改善措置を講じることが必要である

と思料する。 


